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）アーベントロート［1971］109 頁以下，ヘッセ［2006］186 頁以下，部信喜［1994］49 頁
以下，部信喜［2011］83 頁以下等を参照。































































































































































































本法 12条 1項での「問題は基本権に関するのであって 例えばワイマール





































，1897年の Trans-missouri Freight Association事件最高裁判決を契
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19）1958 年 6月 11 日 BVerfGE 7,377. 本判決については，覚道豊治［1969］，舟田［1975］，舟田
























は，この故である（第 1章第 1節二 3参照）。
2 個人の人格と結びついた職業の自由・財産権
⑴ 薬事法判決における職業の自由
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あん摩師等法違反事件＝最判昭和 35・1・27刑集 14巻 1 号 33頁
白タク営業事件＝最判昭和 38・12・4刑集 17 巻 12 号 2434頁





公衆浴場適正配置事件＝最判昭和 30・1・26刑集 9巻 1 号 89頁，最判平
成元・1・20刑集 43巻 1 号 1頁，最判平成元・3・7 判時 1308号 111頁
薬事法距離制限事件＝最判昭和 50・4・30民集 29巻 4 号 572頁（「薬事法
判決」）
② 積極目的規制に属するものとして，
小売市場距離制限事件＝最判昭和 47・11・22刑集 26 巻 9 号 586 頁（「小
売市場距離制限事件判決」）
森林法共有林分割事件＝最判昭和 62・4・22 民集 41巻 3 号 408 頁




＝最判平成 4・12・15民集 46 巻 9 号 2829頁その
他多数
特石法事件＝東京地判平成 2・3・29判時 1349 号 9 号 44頁，判タ 1349 号
44頁
61)

































































































































































































































































































































































































































































78）藤井俊夫［1996］163 頁。同書 49 頁以下，127 頁以下等をも参照。











































































































































































































































































市販薬ネット販売権訴訟事件＝東京高判平成 24・4・26（民集 67 巻 1 号 211




。さらに同事件の上告審判決である最判平成 25・1・11（民集 67 巻 1




政手続法 38 条 1項）であり，その委任の範囲を逸脱したものではないというた
めには，立法過程における議論をもしんしゃくした上で，新薬事法 36 条の 5








































愛敬浩二「憲法と独占禁止法」前掲『政府規制と経済法』17 頁以下 → 愛敬浩二
［2006］
青井未帆「三段階審査・審査の基準・審査基準論」ジュリスト 1400号 68 頁以下
（2010年）→ 青井未帆［2010］






業と法創造』8巻 3 号 85 頁以下（2012年）→ 赤坂正浩［2012］








岡田幸人「薬事法施行規則 15 条の 4第項号……，159条の 14 第項及び項本
文，159条の 15第項号並びに 159条の 17第号及び号の各規定の法適合性
（平成 25．1．11最高二小判）」ジュリスト 1462 号 90 頁以下（2014年）
→ 岡田幸人［2014］
押久保倫男「職業の自由と私法関係 代理商決定」『ドイツの憲法判例Ⅱ』［2001］




角松生史「『民間化』の法律学 西ドイツ Privatisierung 論を素材として」國家學
會雑誌 102巻 11・12 号 719頁以下（1989年）→ 角松生史［1989］
角松生史「憲法上の所有権？ ドイツ連邦憲法裁判所の所有権観・砂利採取決定
以後」社會科學研究 45 巻 6号 1頁以下（1994年）→ 角松生史［1994］
カナーリス，クラウスーウィルヘルム（山本敬三訳）「ドイツ私法に対する基本権の
影響」法学論叢 142巻 4 号 1頁以下（1998年）→ カナーリス［1998］
川端 望「バーリ＆ミーンズ『近代株式会社と私有財産』批判の方法的視点：「所有





小宮隆太郎 = 奥野正寛 =伊藤元重（編）『日本の産業政策』（東大出版会，1984年）
→ 小宮隆太郎 = 奥野正寛 =伊藤元重（編）［1884］
小山 剛「イーゼンゼーの基本権保護義務論［解説］」前掲『保護義務としての基本
権』238 頁以下 → 小山剛［2003a］
小山 剛「基本権の私人間効力・再考」慶應義塾大学・法学研究 78 巻 5号 40 頁以
下 → 小山剛［2005a］
さ






立大学法学会雑誌 31巻 2 号 347 頁以下，32巻 1 号 501頁以下，32巻 2 号 101頁
以下（1990〜1991年）→ 須藤陽子［1990-91］
須藤陽子「比例原則」法学教室 237号 18 頁以下（2000年）→ 須藤陽子［2000］
芹沢 斉「公的規制とパターナリズム」公法研究 60号 133頁以下（1998年）
→ 芹沢斉［1998］







高橋和之「人権規定の『私人間適用』と『第三者効力』」法律時報 84巻 5号 86 頁以
下（2012年）→ 高橋和之［2012］
高見勝利「薬局開設の距離制限と職業選択の自由」大須賀明ほか（編）『憲法判例の
研究』（敬文堂，1982年）405 頁以下 → 高見勝利［1982］
武市周作「連邦憲法裁判所初期の判例における価値秩序論について」中央学院大学
法学論叢 23巻 1 号 168 頁以下（2010年）→ 武市周作［2010］
辰野嘉則 =足立 格「医薬品ネット販売規制に関する最高裁判決（最二判平成 25・
1・11裁判所 HP）」NBL995号 4頁以下（2014年）→ 辰野嘉則 =足立格［2014］
ドゥオーキン，ロナルド（木下毅 =小林公 = 野坂泰司訳）『権利論』（木鐸社，増補
版，2003年）→ ドゥオーキン［2003］
戸波江二「国の基本権保護義務と自己決定のはざまで─私人間効力論の新たな展開」
法律時報 68 巻号 126 頁以下（1996年）→ 戸波江二［1996］
戸波江二（編）『叢書 企業社会の変容と法創造 企業の憲法的基礎』（日本評論社，
2010年）→ 戸波江二（編）［2010］
富山康吉「現代の経済における自由」法律時報 42巻 13 号 94頁以下（1970年）
→ 富山康吉［1970］
な
















橋本寿朗 =長谷川信 = 宮島英昭『現代日本経済』（有斐閣アルマ，第 3版，2011年）




学人文社会論叢・社会科学篇 22 号 69頁以下（2009年）→ 長谷河亜希子［2009］
長谷川晃「法と市場の間」前掲『競争法の現代的諸相（上）』57 頁以下
→ 長谷川晃［2005］





原島重義「役款と契約の自由」『現代契約法大系 第 1巻 現代契約の法理』（有斐閣，
1983年）37 頁以下 → 原島重義［1983］
フィケンチャー，ヴォルフガング（Fikentscher, Wolfgang）（丹宗昭信監訳）『競争
と産業上の権利保護』（六法出版社，1980年）→ フィケンチャー［1980］
樋口陽一 = 佐藤幸治 =中村睦男 = 浦部法穂『注解 日本国憲法（上巻）』（青林書院，
1984年）→ 樋口陽一ほか［1984］









ヘッセ，コンラート「ドイツ連邦共和国における基本権の展開」公法研究 42 号 1頁
以下（1980年）→ ヘッセ［1980］













『比例原則』論の検討を通して⑴〜⑶」福岡大学法学論叢 36 巻 1・2・3 号 139頁
以下，38 巻 2・3・4 号 189頁以下，39巻 2 号 243頁以下（1991〜1995年）
→ 山下義昭［1991-1995］
山下竜一「薬事法施行規則 15 条の第項号……，159条の 14 第項及び項本
文，159条の 15第項号並びに 159条の 17第号及び号の各規定の法適合
性」判例評論 665号（判例時報 2220号）137 頁以下（2014年）
→ 山下竜一［2014］
ら
ラムズマイヤー，J・マーク『法と経済学 日本法の経済分析』（弘文堂，1990年）
→ ラムズマイヤー，J・マーク［1990］
わ
我妻 榮『民法總則』（岩波書店，新訂，1965年）→ 我妻榮［1965］
渡辺 洋「憲法の私人間効力・外論」前掲『企業の憲法的基礎』79頁以下
→ 渡辺洋［2010］
渡辺康行「団体の活動と構成員の自由」前掲『企業の憲法的基礎』79頁以下
→ 渡辺康行［2010］
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